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株式会社ハイマックスの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

株式会社スクロールは、平成24年３月14日開催の取締役会において、株式会社ハイマックスの株

式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 
 
１．株式取得の理由  

当社は、アパレル・ファッション雑貨を中心としたインターネットおよびカタログを通じた通信

販売を主力事業としており、将来的には既存事業の発展および新規事業の積極的な展開によるファ

ッションＥＣ企業を志向しております。 
株式会社ハイマックスは、30代から60代の女性を主な対象顧客として、「豆腐の盛田屋」ブラン

ドをはじめとした基礎化粧品をインターネット等を通じて、全国のお客様に提供する通販事業を主

要事業として展開しております。同社の事業は、商品開発ストーリーに独自性や説得力をもち、ま

た、単品商品のリピート販売におけるノウハウを保有しております。 
この株式取得により、商品ジャンルおよびＥＣ事業の拡充を図り、グループの収益力の向上およ

び多様で強固な事業基盤の確立を目指してまいります。 
 

２．異動する子会社の概要 

（１）名 称 株式会社ハイマックス 

（２）所 在 地 福岡県筑紫郡那珂川町中原５丁目54番地 

（３）代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 藤田雅章 

代表取締役社長 岩本眞二 

（４）事 業 内 容 化粧品、栄養補助食品等の販売 

（５）資 本 金 55,000,000円（平成23年12月現在） 

（６）設 立 年 月 日 昭和57年７月８日 

（７）大株主及び持株比率 スタイライフ株式会社 100％ 

（８）当 社 と の 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引

関係はありません。 
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取締役常務執行役員 
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（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 21 年 2 月期 

（会計期間11カ月） 

平成 22 年 2 月期 平 成 23 年 ３ 月 期 

（会計期間13カ月） 

純 資 産 734百万円 795百万円 668百万円

総 資 産 1,005百万円 1,121百万円 1,059百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 14,690.50円 15,911.74円 13,363.88円

売 上 高 890百万円 1,117百万円 1,149百万円

営 業 利 益 17百万円 60百万円 25百万円

経 常 利 益 39百万円 58百万円 13百万円

当 期 純 利 益 22百万円 55百万円 7百万円

１株当たり当期純利益 459.77円 1,113.63円 156.73円

１ 株 当 た り 配 当 金 400.00円 1,200.00円 1,900.00円

  

３．株式取得の相手先の概要  

（１）会 社 名 スタイライフ株式会社 

（２）所 在 地 東京都港区北青山一丁目２番３号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤田雅章 

（４）事 業 内 容 
インターネットショッピングサイトの企画運営及びＥＣに関する各種

事業 

（５）資 本 金 1,494,865千円（平成23年９月末） 

（６）設 立 年 月 日 平成12年５月12日 

（７）純 資 産 2,001,938千円（平成23年９月末） 

（８）総 資 産 4,596,937千円（平成23年９月末） 

（９）大株主及び持株比率 

株式会社バーンデストジャパンリミテッド 51.2％ 

株式会社パルコ             15.0％ 

興和株式会社               7.7％ 

（平成23年９月末） 

（10）当 社 と の 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引

関係はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 0株（所有割合：0％） 

（２）取 得 株 式 数 50,000株（取得価格：750百万円） 

（３）異動後の所有株式数 50,000株（所有割合：100％） 

 

５．日 程 

（１）取 締 役 会 決 議 平成24年３月14日 

（２）株 券 引 渡 期 日 平成24年３月21日 

 

６．今後の見通し 

  当社の連結業績に対する影響につきましては軽微であります。 

                                        以 上 


